
事 業 概 況 （令和５年２月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和４年度労災保険業務機械処理の令和５年２月末現在における保険給付支払総額は 6,765億円で、前年同期に比べて

1.7％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 3,232億円で 47.8％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 2,200億円で 32.5％を占めている。以下、休業補償給付が 13.5％、障害補償一時金が 3.7％、介護補償給付が 1.1％、

遺族補償一時金が 1.0％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が 13.1％増、休業補償給付が 4.7％増、介

護補償給付が 1.0％増となっているのに対し、二次健康診断等給付が 9.4％減、障害補償一時金が 6.0％減、葬祭料が 4.4％

減、年金等給付が 2.7％減、療養補償給付が 2.6％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 2,236 億円で 33.0％、「建設事業」が 1,879 億円で

27.8％、「製造業」が 1,550億円で 22.9％となっている。以下、「運輸業」が 11.0％、「鉱業」が 2.8％、「林業」が 1.5％、

「船舶所有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「その他の事業」が 2.0％増となっているのに対し、「漁業」が

8.2％減、「鉱業」が 7.9％減、「林業」が 6.6％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 5.8％減、「製造業」が 3.3％

減、「建設事業」が 3.1％減、「船舶所有者の事業」が 2.4％減、「運輸業」が 2.3％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 687,930,115 100.0 1.2 △    676,482,950 100.0 1.7 △    

療 養 補 償 給 付 225,819,104 32.8 1.4 220,036,212 32.5 2.6 △    

休 業 補 償 給 付 87,374,434 12.7 2.3 △    91,491,678 13.5 4.7

障 害 補 償 一 時 金 26,334,091 3.8 3.6 △    24,760,090 3.7 6.0 △    

遺 族 補 償 一 時 金 6,065,978 0.9 2.2 △    6,863,179 1.0 13.1

葬 祭 料 1,657,386 0.2 4.0 △    1,584,917 0.2 4.4 △    

介 護 補 償 給 付 7,107,322 1.0 2.9 △    7,178,182 1.1 1.0

年 金 等 給 付 332,112,754 48.3 2.5 △    323,246,168 47.8 2.7 △    

二 次健 康診 断等 給付 1,459,047 0.2 25.3 1,322,522 0.2 9.4 △    

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和3年度　4年2月末 令和4年度　5年2月末

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,791億円で 55.4％と最も大きく、次いで障害補

償年金が 1,234億円で 38.2％、傷病補償年金が 208億円で 6.4％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 1,059億円で 32.8％、「製造業」が 908億円で 28.1％、

「その他の事業」が 684億円で 21.2％となっている。以下、「運輸業」が 11.1％、「鉱業」が 4.2％、「林業」が 1.7％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 687,930,115 100.0 1.2 △    676,482,950 100.0 1.7 △    

林 業 10,979,261 1.6 4.7 △    10,255,702 1.5 6.6 △    

漁 業 2,038,109 0.3 1.0 △    1,870,492 0.3 8.2 △    

鉱 業 20,901,357 3.0 9.4 △    19,239,894 2.8 7.9 △    

建 設 事 業 193,889,389 28.2 2.7 △    187,874,550 27.8 3.1 △    

製 造 業 160,274,084 23.3 2.7 △    154,983,300 22.9 3.3 △    

運 輸 業 75,921,978 11.0 0.9 △    74,197,552 11.0 2.3 △    

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,583,087 0.2 2.3 1,491,303 0.2 5.8 △    

そ の 他 の 事 業 219,261,077 31.9 2.1 223,561,250 33.0 2.0

船 舶 所 有 者 の 事 業 3,081,772 0.4 4.4 3,008,907 0.4 2.4 △    

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和3年度　4年2月末 令和4年度　5年2月末

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

令和4年度　5年2月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 123,405,496 179,076,948 20,763,725 323,246,168 100.0

林 業 1,581,746 3,688,904 218,325 5,488,975 1.7

漁 業 313,042 977,399 20,882 1,311,322 0.4

鉱 業 1,254,918 10,410,662 1,875,075 13,540,655 4.2

建 設 事 業 33,288,459 65,135,602 7,462,893 105,886,954 32.8

製 造 業 44,340,902 42,735,828 3,726,506 90,803,236 28.1

運 輸 業 13,629,667 20,305,900 2,078,145 36,013,712 11.1

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
199,745 603,218 60,391 863,354 0.3

そ の 他 の 事 業 28,513,511 34,624,987 5,296,014 68,434,512 21.2

船 舶 所 有 者 の 事 業 283,505 594,448 25,494 903,448 0.3

構 成 比 38.2% 55.4% 6.4% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比



 

保 険 料 

 

  令和４年度労災保険業務機械処理の令和５年２月末現在における保険料徴収決定済額は 8,950億円で、前年同期に比べ

て 4.7％増となっている。保険料収納済額は 8,703億円で、前年同期に比べて 4.7％増となっている。また、収納率につい

てみると 97.2％となっており、前年同期と同水準となっている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,389億円で 49.0％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,934 億円で 21.6％、「製造業」が 1,613 億円で 18.0％を占めている。以下、「運輸業」が 8.5％、「船舶所有者

の事業」が 1.5％、「林業」が 0.7％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和3年度 令和4年度 令和3年度 令和4年度 令和3年度 令和4年度

　業　種 4年2月末 5年2月末 4年2月末 5年2月末 4年2月末 5年2月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 855,173,339 894,962,718 100.0 4.7 831,314,858 870,274,916 100.0 4.7 97.2 97.2

林 業 5,698,843 5,846,208 0.7 2.6 5,553,341 5,682,099 0.7 2.3 97.4 97.2

漁 業 1,804,122 1,881,588 0.2 4.3 1,741,321 1,821,578 0.2 4.6 96.5 96.8

鉱 業 2,525,267 2,591,116 0.3 2.6 2,389,159 2,467,916 0.3 3.3 94.6 95.2

建 設 事 業 183,780,736 193,408,305 21.6 5.2 171,293,769 180,156,990 20.7 5.2 93.2 93.1

製 造 業 151,692,694 161,269,152 18.0 6.3 149,767,212 159,300,336 18.3 6.4 98.7 98.8

運 輸 業 75,263,260 75,628,062 8.5 0.5 72,850,130 73,210,494 8.4 0.5 96.8 96.8

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,203,122 2,371,324 0.3 7.6 2,202,867 2,370,872 0.3 7.6 100.0 100.0

そ の 他 の 事 業 418,938,386 438,881,418 49.0 4.8 412,675,318 432,572,153 49.7 4.8 98.5 98.6

船舶所有者の 事業 13,266,909 13,085,546 1.5 1.4 △   12,841,739 12,692,478 1.5 1.2 △   96.8 97.0

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率


